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近年，金融の国際化，グローバル化にともなう金融商品の発展や取引概念の拡大を背景に，企業に
おける金融取引あるいは財務取引が量的に拡大したことにより，従来的な実物経済を想定した伝統的
会計システムの見直しが特にデイスクロージヤーの面から迫られてきている。これは，主に実物投資
と区別される金融投資の投資成果をどのように認識し，開示するのかの問題として現れてきており，
アメリカやイギリスでは，金融資産の時価評価への会計制度的な取組みが比較的早い時期からなされ
てきている。
本論文の目的は，企業会計の利益認識における収益費用アプローチから資産負債アプローチへの移
行期の保有損益に係る会計処理の特質を明らかにすることである。本論文では，アメリカおよびイギ
リスにおける概念フレームワークの論理を検討するとともに，両国における有価証券の保有損益に係
る会計基準を取り上げ，実現概念を内包する原価主義会計の枠内での時価評価および保有損益の認識
における問題点を検討した。そして，包括利益計算書における保有損益のアメリカとイギリスとの認
識方法の違いの背景にある論理を，両国の概念フレームワークにおける見解の違いおよび両国の実現
概念に対する取組みの経緯を検討することにより明らかにした。
第１編「資産負債アプローチ」では，利益計算における収益費用アプローチと資産負債アプローチ
との関係を損益法と財産法との対立および相互補完関係の論理を手がかりに明らかにするとともに，
資産負債アプローチを採用していると見られるⅡASB（アメリカの財務会計基準審議会）による概念
フレームワークおよびＡＳＢ（イギリスの会計基準審議会）による概念フレームワークにおける損益
の認識および測定について考察している。また，資産負債アプローチへの移行期における実現概念の
変遷についても検討している。
第１章「資産負債アプローチの論理」では，損益法および財産法の議論における両者の相互補完
関係を明らかにするとともに，ＥASBが概念フレームワークの設定のための議論を提起するために
1974年に公表したＦＡＳＢ討議資料（｢財務会計および財務報告のための概念フレームワークに関す
る論点の分析：財務諸表の構成諸要素とその測定｣）における見解について考察している。同討議資
料では，非連携アプローチの可能’性が否定的ながらも指摘されているのであるが，その後，同討議資
料において指摘された非連携アプローチが展開し，包括利益計算書における保有損益の認識を必要と
－９－
したのではないかと筆者は認識している。
第２章｢EASB概念フレームワークにおける損益の認識および測定｣では,E1ASBによるSH1AC(『財
務会計概念書｣）６号『財務諸表の構成要素」および５号『営利企業の財務諸表における認識と測定」
において展開されている財務諸表の構成要素の定義，認識および測定について考察している。ＳＦAＣ
６号およびＳＦＡＣ５号では，資産負債アプローチが採用されており，財務諸表の構成要素のすべて
を資産および負債を起点にして定義し，これらの認識についても資産および負債を起点にしている。
SFAC5号では，財務諸表における認識の対象を資産，負債および（資産および負債によって規定さ
れる）持分の変動とし，基本的認識基準として，定義，測定可能性，目的適合性および信頼‘性の４つ
の条件をあげている。ところが，目的適合'性と信頼性とは必ずしも両立が容易であるわけでなく，特
に測定属性の選択においてこの問題は浮上する。この点についてＳＥＡＣ５号では適用される可能'性
のある測定属性として，取得原価，現在原価，現在市場価値，正味実現可能価値および割引現在価
値をあげて，目的適合'性および信頼性の観点から項目ごとに選択するべきであるとの立場をとってい
る。これらの測定属性の選択を測定される項目ごとの性質，目的適合性および信頼性に依存させると
のＳＦＡＣ５号において明言されたＦＡＳＢの方針は，結果的には，SEA０５号公表後に始まるＦＡＳＢ
による金融商品プロジェクトの布石として機能し，その路線を決定付けたものであると指摘すること
ができる。
第３章「ASB概念フレームワークにおける損益の認識および測定」では，イギリスにおける概念
フレームワークについて，１９９５年に公表されたＳＰ草案（公開草案「財務報告のための原則書｣）第
４章「財務諸表における認識」および第５章「財務諸表における測定」において展開されている財務
諸表における認識および測定の問題を検討している。ＳＰ草案では,ＳＲＡＣと同様に資産負債アプロー
チが採用されており，財務諸表の構成要素の定義および認識については資産および負債を起点に規定
されている。ところが，利益の質的分析に関し，実現利益と未実現利益の分析よりも有用な利益の質
的分析は，営業活動からの利得および損失と，事業の中で使用するために継続的ベースで保有されて
いる資産および負債の価値の変動から生じる利得および損失との分析であるとしており，利益認識の
基準から実現概念を取り下げた点でＳＦＡＣにおける見解との顕著な差異を指摘することができる。
第４章「アメリカおよびイギリスにおける実現概念の変遷」では，アメリカおよびイギリスにおい
て展開された実現概念を再考する議論の変遷を概観している。実現概念の再考，すなわち実現概念の
拡張あるいは利益認識からの分離の議論は，収益費用アプローチから資産負債アプローチへの移行と
並行し，金融資産の時価評価にともなう保有損益を取得原価会計の枠組みの中で，いかなる論拠で認
識するのかの議論として展開されてきた側面がある。当初，両者とも実現概念を拡張する方向で議論
が展開されていた。ところが，資産負債アプローチへの移行に対して，アメリカでは，実現概念を残
しつつも利益認識とは分離するという展開を見せる一方，イギリスでは利益認識の基準から実現概念
を取り下げる方向での展開を見せているという顕著な違いを指摘することができる。
第２編「アメリカおよびイギリスにおける有価証券の時価評価導入に向けての試み」では，市場性
ある有価証券に対する時価評価および保有損益の認識の問題点を検討している。
第５章「アメリカにおける有価証券の時価評価」では，ＳＥＡＳ（『財務会計基準書｣）１１５号「負債
証券および持分証券の投資に対する会計」における有価証券の評価と処理について検討している。
Sr1AS115号は，差し迫る状況，様々な団体からの圧力および時間的制約の中で，伝統的な会計の枠
組みとの整合性をも勘案しつつ金融資産の時価評価を試みた過渡的な基準であると筆者は認識してい
る。SEAS115号では，有価証券を，満期保有目的証券，売却可能証券および売買目的証券の３つに
分類し，それぞれについて保有利得の処理を規定している。適用される測定属性について，満期保有
目的証券に対しては償却原価が適用され，売却可能証券および売買目的証券に対しては公正価値が適
用されている。また，有価証券の公正価値の変動による保有損益の処理については，売却可能証券の
保有損益は，包括利益計算書において「その他の包括利益」として報告され，損益計算書には計上さ
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れない。一方，売買目的証券の保有損益は，損益計算書において稼得利益として計上される。これら
の処理の根拠について，SEAS115号では，金融負債に対して公正価値が適用されていないからであ
るとの説明がなされている。金融負債に公正価値を適用せずに，金融資産の側だけの保有損益のすべ
てが稼得利益に含まれるとすれば，その変動性の大きさは看過できないものになる。したがって，売
却は可能であっても活発に取引されていない有価証券の公正価値の変動による保有損益については，
稼得利益の報告における変動性を軽減するために,これを稼得利益に含めるべきではないとしている。
ところが，活発に取引されている有価証券の公正価値の変動による保有損益については，有価証券の
売買取引における売却損益と同様に，報告企業における事象の経済的結果を示すものであるために稼
得利益に含めるべきであるとしている。しかし，有価証券を保有目的別に分類し，分類される項目ご
とに保有損益の処理を規定しているということは，有価証券の公正価値における変動の処理を，経営
者に委ねていることになり，窓意性の入りこむ余地の存在は否めないと主張することができる。
第６章「イギリスにおける「緩和された原価主義会計｣」では，ＡＳＢ（イギリスの会計基準審議会）
による1993年討議資料（｢財務報告における評価の役割」における議論について検討している。同
討議資料では，イギリスにおける「緩和された原価主義会計（ｍodifedhistoricalcostaccounting)」
では，資産の再評価が制度的に強制されていないことから，財務諸表の利用者にとって，資産や利益
に関する会社間比較が困難になっているということが指摘されている。同討議資料では，今後，一貫
’性のある論拠に基づく再評価を要求することによって現存する変則の幾つかを取り除いていく方針で
あるとしているが，本章では，これについて森田哲彌による貨幣資本の「拘束性の仮定」の前提の論
理を手がかりに実現概念の拡張の観点から考察を試みている。この論理に従えば，ＡＳＢが同討議資
料において「さらに一貫性のある論拠に基づく再評価」を検討すると述べている「価値の貯蔵を表し
ており，それに対して整備された市場がある資産」に対する原価主義会計の枠内での時価基準の導入
は容認され得るかもしれないが，「潜在的に利益測定に大きな影響を持ちうる資産（例えば，事業の
操業のために特殊化された資産を除く一般目的の不動産のような資産を含める)」については，容認
され得ないと考えられる。
第７章「イギリスにおける有価証券の時価評価」では，ＡＳＣ（ASBの前身である会計基準委員会）
によるＥＤ５５号（会計実務基準書：公開草案５５号『投資の会計｣）において示される投資の処理に
おける有価証券の評価と保有利得の認識について検討している。ⅡＤ５５号では,建物や自由保有地も，
条件を満たせば投資として時価評価されるとしており，イギリス会計の特徴を反映している。有価証
券については，有価証券を長期投資と短期投資とに分類し，短期投資に分類される有価証券について
は，これを容易に売却可能な投資と容易に売却可能ではない投資とに分類し，分類された項目ごとに
評価の規定を設けるという方法を採っている。このうち短期投資として保有されている容易に売却可
能な有価証券については，これを現在市場価値で評価し，市場価値の増加による利益を企業の経常的
活動からの利益として損益計算書に計上しなければならないとしている。しかし，投資を保有目的別
に分類し,分類される項目ごとに保有損益の処理を規定しているということは,SRAS115号と同様に，
投資の保有損益の処理を経営者の意思に依存させていることになるので，利益操作の可能性を完全に
払拭するものではないと考えられる。
第３編「包括利益計算書」では，第８章「アメリカにおける包括利益計算書」および第９章「イギ
リスにおける総認識利得損失計算書」において，包括利益計算書（総認識利得損失計算書）における
保有損益の認識について検討している。包括利益計算書も総認識利得損失計算書も，主に資産負債ア
プローチに基づく保有損益の認識の問題を背景に,貸借対照表と損益計算書（または財務業績報告書）
の連携の確保のために取り組まれてきたものであると思われる。ところが，両者における保有損益の
認識の基準は異なっている。
これは，アメリカとイギリスとの実現概念の差異および財臺務業績に対する見方の差異に起因するも
のではないかと考えられる。アメリカにおいては稼得利益を財務業績の指標と考える傾向が強いのに
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対して，イギリスでは包括利益全体（総認識利得損失全体）を財務業績の指標と見る傾向が強いと考
えられる。このような傾向の違いによって，アメリカとイギリスの実現概念に対する取組みの路線が
分かれ，アメリカにおいては認識と実現とを分離していく方向に展開し，イギリスでは利益の認識基
準から「測定の信頼性」だけを残して実現概念が取り下げられた。そして，その結果，この傾向の差
異が包括利益計算書（総認識利得損失計算書）での保有損益の認識における両者の取り扱いの違いと
なって現れてきたものと考えられる。
アメリカおよびイギリスでは，ともに，資産負債アプローチへの移行期において保有損益の認識の
問題に対する取組みを行なってきたが，両者の取組み方の違いは，財務業績に対する両者の考え方の
違いに起因するものであると考えられる。したがって，資産負債アプローチへの移行期における保有
損益の認識の問題は，多分に各国の従来からの財務業績観に影響されながら展開するものであると結
論付けることができる。
Ａｂｓｔｒａｃｔ
Ｔｈｅｐｕｒｐｏｓｅｏｆｔｈｅｐｒｅｓｅｎｔｐａｐｅｒｉｓｔoconsiderissuesonrecognitionｏｆｈｏｌｄｉｎｇｇａｉｎａｎｄｌｏｓｓ
ｄｕｒｉｎｇｔｈｅｔransitionfromrevenueandexpenseApproachtoassetandliabilityApproachin
recognitionofgainandlossintheU・ＳＡ､ａｎｄｔｈｅＵ.Ｋ・
ThisissuehadbeendiscussedbothintheU８．Ａ.ａｎｄｔｈｅＵ.Ｋ､,leadingtothereconsideration
oftheconceptofRealization､Ｔｈｅｎ,theAccountingStandardsCommitteｅｉｎｔｈｅＵ.Ｋ・issued
theExposureDraftStatementNo､５５，“Accountingforlnvestment，，ｉｎＪｕｌｙ＞１９９０.Afterｔｈａｔ，
theFinancialAccountingStandardｓＢｏａｒｄｉｎｔｈｅＵ.ＳＡ､ｉｓｓｕｅｄｔｈｅＳｔａｔｅｍｅｎｔｏｆＦｉｎａｎｃｉａｌ
ＡccountingStatementNo,１１５，“AccountingforCertainlnvestmentｓｉｎＤｅｂｔａｎｄＥｑｕｉｔｙ
Ｓｅｃｕｒｉｔｉｅｓ”ｉｎMay〕１９９３.Accordingtothesestatements,byapplyingpresentvaluetocertain
lnvestment，unrealizedholdinggainorlossshoｕｌｄｂｅｒｅｐｏｒｔｅｄｉｎｉｎｃｏｍｅｓｔａｔｅｍｅｎｔorbe
reportedinaseparatecompone､tofshareholdersiequityinbalancｅｓｈｅｅｔ,Theserequirements
leadtofaultyarticulationofincomestatementandbalancesheet・Ａｓｏｎｅｏｆｔｈｅｓｏｌｕｔｉｏｎｓｏｆ
ｔｈｉｓｉｓｓｕｅ，ｉｔｈａｓｂｅｅｎｐｒｏｐｏｓｅｄｔｈａｔｓｔａｔｅｍｅｎｔｏｆｃｏｍｐｒｅｈｅｎｓｉｖｅｉｎｃｏｍｅｓｈｏｕｌｄｂｅａddedto
statementsomnancialperfbrmance
TheauthorsuggeststhatthediffbrencesbetweentheU.Ｓ,Ａ､ａｎｄｔｈｅＵ.Ｋ・inthetreatmentof
holdinggainandlossinstatementofcomprehensiveincomebeattributedtothediffbrencesin
therecognitionofhnancialperfbrmanceaswellastheconceptofrealization．
－１２－
論文審査結果の要旨
本論文では，企業会計における収益費用アプローチから資産負債アプローチへの移行期における保
有損益に係る会計処理の論理を明らかにしようと試みたものである。近年，金融の国際化，グローバ
ル化にともなう金融商品の発展や取引概念の拡大を背景に，従来的な実物経済を想定した伝統的会計
システムの見直しが迫られている。これは主に実物投資と区別される金融投資の投資成果をどのよう
に認識し，開示するのかの問題として現れてきており，金融資産に関する成果計算を従来的な実物投
資の成果計算とどのように１つの計算体系のなかで整合させていくのかの問題が内包されている。本
論文の筆者は，アメリカおよびイギリスにおいて公表された会計基準書および公開草案等の文献を手
がかりに，概念フレームワークの論理，実現概念の変遷および原価主義会計の枠内での有価証券の時
価評価の問題を丹念に整理し，包括利益計算書における保有損益の認識の背景にある論理を明らかに
している。
本論文の評価できる点としては，次の３点を挙げることができよう。まず第１に，アメリカとイギ
リスにおける実現概念および概念フレームワークにおける論理の違いに着目し，両国において議論さ
れた論理の比較と展開されてきた議論の経緯に見られる傾向との両面から検討することにより，問題
の解明に接近するとの手法を用いている点である。第２に，会計基準が本来的に持っている制度的な
性質から，個々の会計基準書ごとには論理の一貫性が明確ではない場合が少なくないが，これに対し
て，公表された会計基準書および公開草案等の時系列的な概観を通して論理の傾向を探り当てている
点である。第３には，本論文では，包括利益計算書を実物経済を想定した伝統的会計システムから金
融投資の投資成果をも開示することができる会計システムへの移行期の財務業績報告書であると明確
に位置付け，アメリカおよびイギリスにおける実現概念および概念フレームワークにおける見解の差
異の観点から，両国における移行期の取組みの違いを明らかにしただけでなく，両者の背景にある論
理を明確化していることから，議論の一貫した流れを確認することができるという点である。
しかしながら，上述のような優れた点を有する本論文にも，次のような問題点がある。第１に，同
じ内容が繰り返して記述されているところが若干見られるという点である。本論文における各章が相
互の関連性を持っている関係でやむを得ないと考えられる部分もあるが，論文の構成面でのさらなる
工夫によってこの問題点はある程度解消されたのではないかと考えられる。第２に，一部に用語の不
統一が見られる点である。アメリカとイギリスにおける議論の比較検討を行なう場合には，資料の原
文にある両国の専門用語における微妙な違いにとらわれすぎることなく，思い切って用語を統一した
方が論旨が一層明確になったのではないかと考えられる。
以上のような問題点は残されているが，それらは，本論文の価値を著しく損なうものであるとは考
えにくい。本論文は，今日の企業会計の転換期における保有損益の認識における問題を真正面からと
らえ，資産負債アプローチへの移行期の財蕾務業績報告書である包括利益計算書の性格を展開されてき
た保有損益の認識に係る議論の経緯の観点からアメリカとイギリスとの比較を通して明確化した点で
高く評価することができる。また，論文全体を通して垣間見られる一貫した真蟄な研究態度から，筆
者の今後の研究にも大いに期待したいところである。よって，審査委員一同は，本論文の筆者が金沢
大学大学院社会環境科学研究科の博士（経済学）の学位を受けるに値すると判断する。
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